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要旨：リニューアル工事で既存壁に開口を新設する場合の開口の影響及び開口補強方法を検

討することを目的として，鉄筋コンクリート造壁の静的加力実験を行った。補強方法は通常

の開口補強筋，炭素繊維シート貼り付け，および鋼材の設置の３種類とした。開口を新設す

ることにより，破壊形式が曲げからせん断に変化し，最大せん断応力度レベルは，やや低下

した。開口周囲の補強方法の違いによる耐力の改善効果はあまり顕著ではなかったが，鋼材

を用いた補強方法では無補強の場合に比べ２割程度の耐力増加がみられ，最大耐力以降急激

な耐力低下は生じなかった。 
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1. はじめに 

 建築ストックの増加や資源の有効活用の観点

から，既存建築物のリニューアルが着目されて

いる。集合住宅のリニューアルでは，住戸面積

を拡大して現在のニーズに応えるために，壁に

新たな開口を設ける方法が考えられる。開口の

ある鉄筋コンクリート造壁の設計では，開口周

囲の縁応力に抵抗するための補強筋を配するこ

とが規定されているが，既存の壁に新たな開口

を設ける場合は，コンクリートに開口補強筋を

埋設することは一般に困難であり，それに代わ

る有効な補強方法の開発，検証が求められる。 

 そこで本研究では，壁式構造の既存集合住宅

における戸境の耐力壁に人通開口を設けること

を想定し，開口の有無と補強方法を変動要因と

した静的水平加力実験を行い，地震時における

壁の強度，破壊性状等に及ぼす開口の影響と補

強効果の検討を行った。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

既存プロトタイプ建物として，建設から３０

年以上経過した実在する標準的な鉄筋コンクリ

ート造壁式構造集合住宅を選び，その低層階の

戸境に設けられた耐力壁 1層分を 1/2に縮小した

ものを試験体とした。試験体数は全５体で，扉

を設けることを想定した開口の有無および補強

方法を変動要因とした。 

試験体諸元を表－１に，試験体配筋図を図－

１に，材料特性を表－２に示す。どの試験体も，

両側に柱のない内法高さ 1220mm，長さ 1835mm，

厚さ 90mm の 1 枚壁とし，壁の上下に加力用ス

タブを設けた。壁筋はプロトタイプ建物の壁筋

比ｐw＝0.22％と同量となるよう縦横筋とも 4φ

＠125 ダブルとした。プロトタイプの壁の両端に

存在する直交壁が耐力に及ぼす効果を取り入れ

るために壁両端部に補強筋 D13 をそれぞれ４本

配筋した。 

試験体 No.5 は開口を新設する前の耐力壁の性

状を見るもので，No.1 は開口を新設するのみで

開口周囲の補強を行わない場合の性状を調べる

目的の試験体である。その他の３体は後述の開

口補強を行なった。開口の位置と大きさは，壁

中央部に高さ 1000mm，幅 500mm とした。等価 
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開口周比 1）は 0.47 である。 

コンクリートは，試験体を立てた状態で上方

から打設した。開口のある試験体は，開口とな

から打設した。開口のある試験体は，開口とな

る部分に発砲スチロールをあらかじめ充填した

状態で打設した。 

2.2 補強方法 

試験体 No.2，No.3，および No.4 の補強詳細を

図－２に，補強材材料特性を表－３に示す。 

1) 通常の開口補強[No.2] 

 開口が当初から存在するものとして，RC 規準

１）に従った開口補強を施した。開口補強筋には

9φを用いた。試験体 No.3，No.4 における開口

補強の効果を判断する基準とした試験体である。 

2) 炭素繊維シート貼付けによる補強[No.3] 

壁両面の開口部周辺に炭素繊維シートをエポ

キシ樹脂により接着した。必要シート量は No.2

と同等の補強量となるよう建築学会の指針案２)

に従って求めた。シート幅は，水平方向は幅

150mm，鉛直方向は 100mm とし，開口上部の付

着長は水平方向に 300mm，鉛直方向に 220mm と

した。簡便な補強と位置付けし，開口周辺にお

ける壁筋の定着処置は行わず，開口下部におけ

るシートの定着も敢えて行わなかった。 

3) 鋼材による補強[No.4] 

溝形鋼 100×50×5×7.5 で開口補強したもの

で壁筋の定着および補強鋼材の定着を考慮した。

溝形鋼ウェブに壁筋と同じ間隔で異形棒鋼スタ

ッドＤ6 を溶接し，これらを壁筋とフレア溶接す

ることにより壁筋の定着を確保した。また開口

下部のコンクリートに接着系アンカーＤ16 を設

表－１ 試験体諸元 

壁長 壁高 壁厚 開口形状 壁筋比 FC
※1 

試験体名 
l(mm) h(mm) (mm) h0×l0(mm) 

壁筋 
PS(%)

端部補強筋
(N/mm2)

開口の 

有無 
補強方法 

NO.1 有 （無補強）

NO.2 有 基準 1)による開口補強

NO.3 有 炭素繊維シート貼付

NO.4 

1000×500 

開口周比 

0.47※2 
有 溝型鋼設置 

NO.5 

1835 1220 90

 

4φ@125

ダブル

(SR235)

0.22
4-D13 

(SD345) 
18.0 

無   

※1 プロトタイプ建物のコンクリート設計基準強度 ※2 √(h0l0/hl) 

表－２ 材料特性 

  No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 

実験日コンクリート 

圧縮強度(MPa) 25.2  25.6  27.0  27.4  23.6  
 

ヤング率 降伏応力度 降伏歪 引張強度 破断歪
鉄筋種 

(N/mm2) (N/mm2) (％) (N/mm2) (％)

4φ 189000  509.8  0.473  562.4  8.4  

D13 178000  379.1  0.344  579.5  15.9  
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図－１ 試験体配筋図 

表－３ 補強材料の材料特性（試験値） 

ヤング係数 降伏強度 降伏歪
補強材料 

(N/mm2) (N/mm2) (％) 

9φ 開口補強筋 196000  336.5  0.166  

13φ 鋼材補強壁定着筋 206000  326.7  0.160  

D6 スタッド 204000  368.4  0.382  

D16 鋼材補強下部アンカー 191000  374.4  0.257  
 

  強化繊維目付 引張強度 弾性率 

  (g/m2) (N/mm2) (N/mm2) 

炭素繊維シート 305 3436 248000 
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置し，これを溝形鋼ウェブに溶接することによ

り補強下部の定着をとった。さらに開口上部で

は溝形鋼フランジに鋼板を溶接することにより

壁体部に延長し，これに壁板を貫通させたアン

カー筋 13φを溶接して補強上部の定着を図った。

鋼板およびアンカー筋と壁コンクリートとの隙

間にはエポキシ樹脂を注入して一体化した。以

上の補強を実施するために開口周辺の壁板コン

クリートを予め斫りとることを想定し，試験体

の開口は大きめに開けておき，最後に開口周辺

部に無収縮モルタルを充填した。 

2.3 加力方法及び計測方法 

加力は図－３に示す装置により，地震力を想

定した静的正負繰返し水平加力とした。軸力は 2

本の鉛直油圧ジャッキにより一定に制御し，そ

の大きさは既存プロトタイプ建物の下層階の値

を参照して，コンクリート設計基準強度に対し

て軸力比 0.1 となる 300kN とした。水平力は加

力ビームを介して壁頂部に作用させた。載荷履

歴は，層間変形角をRとし，振幅がR=±1/2500rad，

±1/1500rad，±1/800rad，±1/400rad，±1/200rad，

±1/100rad，±1/50rad となるよう１ないし２回の

漸増正負繰返しとした。 

計測項目は，水平荷重，水平変形，鉛直変位，

全体および部分の曲げとせん断変形，鉄筋およ

び補強材の歪とした。 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊性状 

 各試験体の R=－1/100(rad.)のサイクル終了時

の破壊状況写真を写真－１に示す。以下各試験

体の損傷の進展について述べる。 

開口のない No.5 では，初期ひび割れとして R=

－1/2500(rad)のサイクルで壁の中央高さより下

部に引張側からの斜めひび割れが複数発生した。

R=±1/400(rad) で壁中央部に上下スタブ間を結

ぶ斜めひび割れが発生し，以降変形の増加とと

もに壁板全体に斜めひび割れの数と幅が増加し

た。R=＋1/50(rad) の正方向加力中に圧縮側やや

下部のコンクリートがせん断圧縮破壊し耐力低

下した。 

開口無補強の No.1 では，層間変形角 R=±

1/2500(rad.)のサイクルで，開口右隅角部に斜め

ひび割れ，左右の壁下方に引張側からの水平ひ

び割れが発生した。R=±1/800(rad)のサイクルで

壁の中央高さより下部に引張側からの斜めひび

割れが複数発生した。R=±1/400(rad)で開口左右

の壁に対角状の斜めひび割れが発生した。開口

縁には最後までほとんどひび割れは生じなかっ

加力スタブ
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24
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図－３ 加力装置図 
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図－２ 開口補強詳細図 
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た。R=＋1/100(rad) に向かうサイクルで圧縮側

となった壁に生じた斜めひび割れが開口隅角部

と圧縮側脚部を結ぶように急激に成長した。R=

－1/100(rad)に向かうサイクルで斜めひび割れが

大きく開き，圧縮側壁の脚部が圧壊し，耐力低

下が著しかったため載荷を終了した。 

 通常の開口補強を施した No.2 の破壊経過は

No.1 とほぼ同様で，開口左右の壁に生じた対角

状の斜めひび割れが大きく開くことによって耐

力低下を生じた。 

 炭素繊維シートで開口周囲を補強した No.3 で

は，R=±1/1500(rad)のサイクルで開口隅角部か

ら生じたとみられるひび割れが上スタブの下部

に観察された。No.1，No.2 と同様 R=±1/800(rad)

のサイクルで壁の中央高さより下部に引張側か

らの斜めひび割れが複数発生した。R=＋1/400 

(rad)のサイクルで開口左側の圧縮側壁に対角状

の斜めひび割れが，R=－1/200(rad)で開口右側の

圧縮側壁にやはり対角状斜め断ひび割れが発生

し，これらのひび割れが変形の増加とともに開

いた。R=－1/100(rad)へ向かうサイクルでこれら

の斜めひび割れが顕著に開き，壁脚部のコンク

リートが圧壊剥落して耐力低下した。また，開

口隅角部周辺の炭素繊維シートに剥離が生じた。 

 開口を鋼材で補強した No.4 でも，R=±

1/1500(rad)のサイクルで開口隅角部からの斜め

ひび割れが生じた。また他の試験体と同様，R=

±1/800(rad)のサイクルで壁の中央高さより下部

に引張側からの斜めひび割れが複数発生した。

R=±1/400(rad)で圧縮側の壁に，R=－1/200(rad)

で開口両側の壁に対角状の斜めひび割れが発生

し変形の増加とともにこれらの斜めひび割れが

開いていったが，他の試験体と異なり開口縁付

近のひび割れは最後まで幅が小さく，鋼材によ

る拘束の効果が見られた。開口上部の鋼材定着

部分は最後まで損傷は生じなかった。 

3.2 荷重－変形関係 

 各試験体のせん断力(Q)－水平変形(δ)関係を

図－４に示す。 

開口のない No.5 は R=±1/200(rad)の１回目の

サイクルで壁両側の曲げ補強筋が壁脚部の位置

で引張降伏した。R=±1/100(rad)の繰り返しまで

顕著な耐力低下はなく，この振幅の１回目のサ

イクルで正負の最大耐力に達した。 R=＋

1/50(rad)のサイクルで最大耐力の 80%以下に耐

力低下した。破壊経過と合わせて，本試験体は

曲げ降伏後にせん断破壊したと判定できる。 

No.1 は R=±1/200(rad)の１回目のサイクルで

正負の最大耐力に達した。R=＋1/100(rad)に向か

うサイクルで斜めひび割れの急激な成長ととも

に著しい耐力低下を生じた。 

写真－１ 1/100 終了時破壊状況 

No.1 No.2 No.3
No.4 No.5

写真位置
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No.2 は R=±1/200(rad)の１回目で正負の最大

耐力に達し，No.1 の最大耐力と比較すると正側

で約 113％，負側で 122％となった。負側の最大

耐力直後に開口両側壁に対角状の斜め断ひび割

れが入ると同時に急激に耐力が低下した。 

No.3 は R=＋1/400(rad)の１回目で正側最大耐

力に達し，R=－1/200(rad)の１回目のサイクルで

負側最大耐力に達した。No.1 の最大耐力と比較

すると正側で約 96％，負側で約 116％となった。

No.2 の最大耐力と比較すると正側で約 85％，負

側で約 95％となった。すなわち，炭素繊維シー

トによる補強によって，無補強の場合より正側

でほぼ同等，負側で２割弱の耐力の改善がみら

れたが，通常の開口補強程には改善されなかっ

た。最大耐力に達した後は，正負共に緩やかに

耐力が減少し，R=±1/100(rad)のサイクルで最大

耐力の 80%以下となった。 

 No.4 は R=±1/200(rad)の１回目で正負の最大

耐力に達し，No.1 の最大耐力と比較すると正側

で約 120％，負側で 129％となり，開口補強の効

果が見られた。No.2 と比較すると正負ともに約

106％となり，僅かではあるが通常の開口補強の

耐力をも上回った。最大耐力に達した後は，正

負共に緩やかに耐力が減少し R=±1/100(rad)の

２回目のサイクルでそれぞれ最大耐力の 80%以

下となった。本試験体は耐力低下の進行が他の

有開口試験体より明らかに小さく R=±1/50(rad)

までの載荷が可能であった。 

 No.1～4 は，壁両側の曲げ補強筋は降伏せず，

破壊状況と合わせて，開口両側の２枚の壁のせ

ん断破壊と判断できる。 

 

４. 耐力の評価 

 表－４に最大耐力の実験値及び計算値を示す。 

 曲げ耐力ＱMu およびせん断耐力の計算値

calQsu.min は文献 3)による次式から材料試験の結果

図－１ 復元力特性 
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図－４ 復元力特性 
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を用いて算出した。 
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有開口壁は等価開口周比が 0.47 であり開口低

減率の適用限界を超えており，実験において開

口を挟んで独立した挙動を見せていたので，２

枚の壁とみなして計算した。すなわち開口両側

に長さ 667.5mm，高さ 1220mm の独立した 2 枚

の壁があるものとし、これらが逆対称曲げせん

断力を受けるものとして、(1)，(2)式による耐力

評価を行った。このとき試験体 No.2 では開口補

強筋 2－9φ，No.4 では開口脚部のアンカー筋 1

－D16 を引張鉄筋として考慮した。 

 最大せん断応力度の実験値 expτmax をみると，

開口を設けることにより低下する。補強方法に

よる強度の大小関係では，鋼材補強＞通常の開

口補強＞炭素繊維シート補強＞無補強となった。

開口のある全ての試験体で実験値は計算値とほ

ぼ同程度の値となった。 

 変形性能を表す指標として，最大耐力が 80％

に低下した時点での部材角ＲＱ80％を表－４に記

載した。No.1～No.3 は最大耐力後，急激に耐力

を失ったため，RＱmax からＲＱ80％までの差が小さ

い。これに対し，鋼材補強を施した No.4 は最大

耐力以降，２倍程度の変形まで耐力を維持した。 

 

5. まとめ 

 既存鉄筋コンクリート造耐力壁の静的加力実

験を行い，人通用の新設壁開口が耐力に及ぼす

影響，またこの開口を補強した場合の補強効果

について検討した結果，以下のような知見が得

られた。 

1) 開口を新設することにより，破壊形式が曲げ

からせん断に変化し，最大せん断応力度レベル

は，やや低下した。 

2) 開口周囲の補強方法の違いによる耐力の改善

効果はあまり顕著ではなかったが，鋼材を用い

た補強方法では無補強の場合に比べ２割程度の

耐力増加がみられ，最大耐力以降急激な耐力低

下は生じなかった。 
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表－４ 実験値と計算値の比較 

最大耐力 最大せん断応力度 最大耐力時部材角 限界部材角 曲げ耐力 せん断耐力 せん断応力度

expQmax expτmax RQmax RQ80% calQmu calQsu.min calτsu.min

(kN) (N/mm2) (%) (%) (kN) (kN) (N/mm2)
NO.1 265 2.20 0.50 0.71 396 265 2.20 1.00
NO.2 298 2.48 0.42 0.52 438 293 2.44 1.02
NO.3 274 2.28 0.50 0.66 396 272 2.26 1.01
NO.4 318 2.64 0.50 1.00 433 307 2.56 1.04
NO.5 535 3.24 1.01 1.57 577 358 2.17 1.49

実験値 計算値

expQmax/
calQsu.min

試験体
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